
平成２８年度 市町村決算のポイント

【普通会計決算の状況】

１ 決算規模は，歳入が３，７６６億円で，前年度より０．６％減少し，歳出が３，６２３億円
で，前年度より０．５％減少している。

決算額のうち，「東日本大震災分」（歳入２億円，歳出２億円）を除いた「通常収支分」は，
歳入が３，７６４億円で，前年度より０．３％の減少，歳出が３，６２１億円で，前年度より
０．２％の減少となっている。

歳入，歳出とも，平成２７年度決算から２年連続の減少となっている。

２ 決算収支では，実質収支は８，７６０百万円の黒字となっている。
また，実質単年度収支は，財政調整基金の取崩しの増加により前年度より８，８４３百万円

減少し，２，７１１百万円の赤字で，平成１６年度決算以来，１２年ぶりの赤字となった。
なお，実質収支が赤字の団体はない。

３ 歳入では，前年度と比べ，地方交付税が２．４％減少，地方消費税交付金等の各種交付金が
１３．５％減少したことなどにより，２年連続の減少となった。なお，地方交付税等の減少に
より，一般財源総額の水準は前年度よりやや低下している。

歳出では，前年度と比べ，義務的経費が臨時福祉給付金等の増加に伴う扶助費の増加などに
より１．６％増加する一方，投資的経費が災害復旧事業費等の減少などにより２．８％減少す
るとともに，その他の経費も積立金が基金への積立金の減少などにより２．１％減少するなど，
歳入と同様に２年連続の減少となった。

４ 経常収支比率は，平成２６年度以降，上昇の傾向にあり，平成２８年度も扶助費や公債費等
が増加するとともに，地方交付税や地方消費税交付金をはじめとした経常一般財源が減少し，
県加重平均で９０．８％と，３．０ポイント悪化し，３年連続で悪化となった。

一方，実質公債費比率は，県加重平均で７．１％であり，１０年連続で改善している。
なお，実質公債費比率が１８％以上の地方債許可団体はない。

５ 地方債現在高は３７９，１００百万円で，前年度より０．１％減少しており，平成２５年度
末以降３年連続の増加から，４年ぶりに減少へと転じた。

さらに，実質的な地方交付税の一部である臨時財政対策債を除く地方債現在高は，平成１３
年度末から１５年連続の減少となっている。

なお，地方債発行額は，学校教育施設等整備事業債，臨時財政対策債などの減少により，２
年連続で減少している。

６ 基金残高は１７４，７４３百万円で，財政調整基金，その他特定目的基金の取り崩しにより，
前年度末から７４４百万円，０．４％減少し，平成１７年度以来，１１年ぶりの減少となった
が，これまでと同様に，団体間で大きな残高差が生じている。

【公営企業会計決算の状況】

１ 事業数は平成２８年度末現在９１事業で，前年度末と比べ２事業減少している。内訳は，介
護サービス事業及び宅地造成事業がそれぞれ１事業減となっている。

２ 決算規模（歳出総額）は，５１，５９０百万円で，前年度より２，９６７百万円，５．４％
の減少となっている。

また，事業別にみると，病院事業が最も大きく，次いで水道事業，下水道事業の順となって
おり，当該３事業で全体の８８．５％を占めている。

３ 経営状況は，全体の総収支では，２，７３５百万円の黒字となっている。
また，事業を開始している８９事業のうち，黒字は８１事業で全体の９１．０％（黒字額：

３，０１１百万円）であり，赤字は８事業で全体の９．０％（赤字額：２７６百万円）となっ
ている。
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４ 料金収入は，２８，９３７百万円で，水道事業，簡易水道事業，交通事業，病院事業及び介
護サービス事業が減少しており，前年度に比べて３９３百万円，１．３％減少している。

なお，総収益に占める料金収入比率は，全体で７１．２％となっており，水道事業が８６．
０％と最も高く，一方，下水道事業が３２．５％と最も低くなっている。

５ 建設投資の財源である企業債発行額は，６，７００百万円であり，今年度は，下水道事業，
簡易水道事業等における建設改良の事業費の増加があったため，前年度より１７３百万円，
２．７％の増加となっている。

また，企業債現在高は，１６２，３４４百万円で，水道事業や下水道事業などの事業進捗に
より，前年度より２，９２６百万円，１．８％減少している。

６ 他会計繰入金は，１１，３３５百万円で，簡易水道事業では増加したものの，病院事業や下
水道事業等で減少したため，全体では，前年度より８９０百万円，７．３％の減少となってい
る。

７ 地方公営企業法の適用企業において，営業活動によって生じた各事業年度の損失（赤字）額
を累積した累積欠損金は，１４，５１５百万円であり，前年度より５８２百万円，３．９％減
少している。なお，累積欠損金を有する事業数は３２事業中８事業であり，前年度より１事業
の増となっている。

また，資金の不足額を示す不良債務は２，７２６百万円であり，前年度より２６百万円，
１．０％増加している。なお，不良債務を有する事業は，観光施設事業のみとなっている。

【健全化判断比率等の状況】

１ 健全化判断比率の４指標（実質赤字比率，連結実質赤字比率，実質公債費比率，
将来負担比率）においては，早期健全化基準以上に該当する団体はない。

２ 公営企業の資金不足比率においても，経営健全化基準以上に該当する公営企業会計はない。

【 む す び 】

平成２８年度の本県市町村の普通会計決算は，扶助費は引き続き増加傾向にあるものの，災害
復旧事業費の減少などに伴う投資的経費の減少に加え，基金への積立金も減少したことから，全
体額は２年連続で減少となった。

本県市町村の財政状況は，定員管理の適正化や経費の見直し，歳入の確保や公債費の抑制など
の歳入・歳出両面における行財政改革への不断の取組に加え，国における地方財政措置の充実が
なされているものの，高齢化の進展などをはじめとする社会保障経費や公共施設の老朽化対策経
費の増加などによる財政運営への影響も懸念される状況にある。

各市町村においては，地方公会計の整備や公営企業の経営戦略の策定などによる財政の「見え
る化」を推進し，一層の財政健全化に努めながら，「地方創生」の本格展開の加速化，「一億総
活躍社会」の実現及び「南海トラフ巨大地震」への対応をはじめとする防災・減災対策の強化な
ど，直面する課題に的確に対応することが強く求められている。
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平成２８年度 普通会計決算の概要

１ 決算規模
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平成２８年度の県内２４市町村の普通会計の決算規模は，

歳入決算額３７６，６２２百万円（対前年度△２，１１５百万円 △０．６％）

歳出決算額３６２，２５７百万円（対前年度△１，６６７百万円 △０．５％）

となっている。

決算額のうち，東日本大震災に関する復旧・復興事業及び全国防災事業に係る「東日

本大震災分」は，歳入で１９６百万円（歳入の０.１％），歳出で１９６百万円（歳出の

０.１％）となっている。

歳入決算額は，地方交付税や地方消費税交付金等が減少し，２年連続の減少となって

いる。

歳出決算額は，扶助費が増加したものの，災害復旧事業費や積立金等が減少し，歳入

と同様に２年連続の減少となっている。

■決算規模の状況 （単位：百万円,％）

決 算 額 増減率 決 算 額 増減率 決 算 額 増減率

歳入総額 383,503 3.2 378,737 △ 1.2 376,622 △ 0.6

歳出総額 368,015 3.0 363,924 △ 1.1 362,257 △ 0.5

平成２８年度
区　分

平成２６年度 平成２７年度
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２ 決算収支

■決算収支の状況 （単位：百万円）

平成28年度
（ア）

平成27年度
（イ）

歳入総額 (A) 376,622 378,737 △ 2,115

歳出総額 (B) 362,257 363,924 △ 1,667

歳入歳出差引 (C)   (A)-(B) 14,365 14,812 △ 447

翌年度に繰り越すべき財源 (D) 5,605 3,824 1,781

実質収支 (E)   (C)-(D) 8,760 10,988 △ 2,228

単年度収支 (F) △ 2,188 187 △ 2,375

積立金 (G) 5,703 7,609 △ 1,906

繰上償還金 (H) 558 709 △ 151

積立金取崩し額 （Ｉ） 6,784 2,372 4,412

実質単年度収支 (F)+(G)+(H)-(I) △ 2,711 6,132 △ 8,843

※端数処理の関係上、計が合わないことがある。

区　　　　分
決 算 額

増減額
（ア－イ）
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収支

平成２８年度の歳入歳出の差引（形式収支）は，１４，３６５百万円の黒字となって

いる。

次に，形式収支から翌年度に繰り越すべき財源（５，６０５百万円）を控除した実質

収支は，８，７６０百万円の黒字となっている。

今年度，実質収支が赤字となった団体はない。

実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は，今年度は２，１８８百万

円の赤字となっている。また，財政調整基金への積立て・取崩し，繰上償還金を加味し

た実質単年度収支は，前年度に比べて８，８４３百万円減少し，２，７１１百万円の赤

字となっている。
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３ 歳入

平成２８年度の歳入決算額は３７６，６２２百万円で，前年度に比べて２，１１５百万

円，０．６％の減少となっている。

また，一般財源総額は２１５，４３０百万円で，前年度に比べて４，６５３百万円の

減少となっており，構成比では５７．２％となっている。

（１）地方税

地方税は９９，２１３百万円で，前年度に比べて１２１百万円，０．１％の増

加となっている。

うち，市町村民税は４２，２１５百万円で，前年度に比べて６６８百万円，

１．６％の減少となっている。

（２）地方交付税

地方交付税は９７，６１９百万円で，前年度に比べて２，３５６百万円，２．４

％の減少となっている。

（３）国庫支出金

国庫支出金は５１，０４６百万円で，前年度に比べて３３４百万円，０．７％の増加

となっている。

（４）地方債

地方債は３７，４８１百万円で，前年度に比べて１，６８５百万円，４．３％の減少

となっている。
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■歳入の状況 （単位：百万円,％）

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 増減率

地方税 ① 99,213 26.3 99,092 26.2 121 0.1

地方譲与税 ② 3,205 0.9 3,268 0.9 △ 63 △ 1.9

地方特例交付金等 ③ 273 0.1 260 0.1 13 5.0

地方交付税 ④ 97,619 25.9 99,975 26.4 △ 2,356 △ 2.4

地方消費税交付金等各種交付金 ⑤ 15,120 3.9 17,488 4.6 △ 2,368 △ 13.5

国庫支出金 51,046 13.6 50,712 13.4 334 0.7

県支出金 25,576 6.8 25,718 6.8 △ 142 △ 0.6

繰入金 13,940 3.7 7,484 2.0 6,456 86.3

地方債 37,481 10.0 39,166 10.3 △ 1,685 △ 4.3

　うち臨時財政対策債 ⑥ 11,111 3.0 12,634 3.3 △ 1,523 △ 12.1

その他 33,149 8.8 35,573 9.4 △ 2,424 △ 6.8

歳入合計 376,622 378,737 △ 2,115 △ 0.6

215,430 57.2 220,083 58.1 △ 4,653 △ 2.1

211,421 56.1 215,229 56.8 △ 3,808 △ 1.8

※端数処理の関係上、計が合わないことがある。

（参考）　①＋②＋③＋④＋⑥

区　　　分
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■地方税の状況 （単位：百万円,％）

収入額 構成比 収入額 構成比 増減額 増減率

市町村民税 42,215 42.6 42,883 43.3 △ 668 △ 1.6

個人分 33,519 33.8 32,911 33.2 608 1.8

法人分 8,696 8.8 9,972 10.1 △ 1,276 △ 12.8

固定資産税 46,763 47.1 46,186 46.6 577 1.2

市町村たばこ税 5,217 5.3 5,349 5.4 △ 132 △ 2.5

その他 5,018 5.0 4,674 4.7 344 7.4

合計 99,213 99,092 121 0.1
※端数処理の関係上、計が合わないことがある。
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４ 歳出

（１）性質別歳出の状況

平成２８年度の歳出決算額は，３６２，２５７百万円で，前年度に比べて

１，６６７百万円，０．５％の減少となっている。

（１）義務的経費

義務的経費は１７５，７７９百万円で，前年度に比べて２，７６４百万円，

１．６％の増加となっており，歳出の構成比では４８．５％と前年度より１．０ポ

イント増加している。

人件費は６３，０８３百万円で，前年度に比べて１，２００百万円，１．９％の

減少となっている。

扶助費は７１，４３４百万円で，臨時福祉給付金等の増加に伴い，前年度に比べ

て３，６７９百万円，５．４％の増加となっている。

公債費は４１，２６２百万円で，前年度に比べて２８５百万円，０．７％の増加

となっている。

（２）投資的経費

投資的経費は４９，８２８百万円で，前年度に比べて１，４４３百万円，

２．８％の減少となっており，構成比も１３.８％と，前年度より０．３ポイント減

少している。

普通建設事業費は，庁舎建設等の単独事業費は増加したものの，学校施設整備等

の補助事業費の減少により，前年度に比べて２８６百万円，０．６％の減少となっ

ている。

災害復旧事業費は，台風被害等に伴う復旧事業の減少により，前年度に比べ

１，１５６百万円，４１．０％減少している。

（３）その他の経費

その他の経費は１３６，６５０百万円で，前年度に比べて２，９８８百万円，

２．１％の減少となっている。

物件費は４７，５５６百万円で，前年度に比べて２７１百万円，０．６％の増加

となっている。

補助費等は３０，２９８百万円で，特に一部事務組合等への負担金の減少により，

前年度に比べて１２９百万円，０．４％の減少となっている。

積立金は１２，３５２百万円で，財政調整基金等への積立金の減少により，前年

度に比べて２，３３０百万円，１５．９％の減少となっている。

繰出金は４０，５５０百万円で，国民健康保険事業会計への繰出金の減少により，

前年度に比べて４２２百万円，１．０％の減少となっている。
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12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

億円

年度

性質別歳出の推移
その他

繰出金

積立金

補助費等

物件費

投資的経費

公債費

扶助費

人件費

■性質別歳出の状況 （単位：百万円,％）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

義務的経費 175,779 48.5 173,015 47.5 2,764 1.6

人件費 63,083 17.4 64,283 17.7 △ 1,200 △ 1.9

うち議員・委員等報酬など 5,148 1.4 5,247 1.4 △ 99 △ 1.9

うち職員給 41,873 11.6 42,164 11.6 △ 291 △ 0.7

うち退職金 6,368 1.8 6,301 1.7 67 1.1

扶助費 71,434 19.7 67,755 18.6 3,679 5.4

公債費 41,262 11.4 40,977 11.3 285 0.7

投資的経費 49,828 13.8 51,271 14.1 △ 1,443 △ 2.8

普通建設事業費 48,166 13.3 48,452 13.3 △ 286 △ 0.6

うち補助事業費 16,919 4.7 19,124 5.3 △ 2,205 △ 11.5

うち単独事業費 30,370 8.4 28,417 7.8 1,953 6.9

災害復旧事業費 1,662 0.5 2,818 0.8 △ 1,156 △ 41.0

その他の経費 136,650 37.7 139,638 38.4 △ 2,988 △ 2.1

物件費 47,556 13.1 47,285 13.0 271 0.6

補助費等 30,298 8.4 30,427 8.4 △ 129 △ 0.4

うち一部事務組合負担金 11,674 3.2 12,285 3.4 △ 611 △ 5.0

積立金 12,352 3.4 14,682 4.0 △ 2,330 △ 15.9

繰出金 40,550 11.2 40,972 11.3 △ 422 △ 1.0

うち国保会計繰出金 7,635 2.1 8,313 2.3 △ 678 △ 8.2

うち介護会計繰出金 11,995 3.3 11,898 3.3 97 0.8

うち後期高齢者医療会計繰出金 13,105 3.6 12,856 3.5 249 1.9

その他 5,894 1.6 6,272 1.7 △ 378 △ 6.0

歳出合計 362,257 363,924 △ 1,667 △ 0.5
※端数処理の関係上、計が合わないことがある。

平成28年度 平成27年度 比　　較

内
　
　
訳

内
　
訳

内

訳

区　　分
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（２）目的別歳出の状況

（１）総務費
総務費は５３，５５６百万円で，庁舎建設事業の増加などに伴い，前年度に比べ

て２，７６０百万円，５．４％の増加となっている。

（２）民生費
民生費は１２９，３７４百万円で，臨時福祉給付金支給事業の増加などに伴い，

前年度に比べて３，６５６百万円，２．９％の増加となっている。

（３）商工費
商工費は５，２５０百万円で，プレミアム付き地域商品券発行事業の減少などに

伴い，前年度に比べて１，４８７百万円，２２．１％の減少となっている。

（４）教育費
教育費は３３，９４７百万円で，小中学校等の整備事業の減少などに伴い，前年

度に比べて５，５６６百万円，１４．１％の減少となっている。

（５）災害復旧費
災害復旧費は１，６６２百万円で，台風被害等に伴う復旧事業の減少などに伴い，

前年度に比べて１，１５６百万円，４１．０％の減少となっている。
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億円

年度

目的別歳出の推移
その他

公債費

災害復旧費

教育費

消防費

土木費

商工費

農林水産業費

衛生費

民生費

総務費

■目的別歳出の状況 （単位：百万円,％）

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 増減率

総務費 53,556 14.8 50,796 14.0 2,760 5.4

民生費 129,374 35.7 125,718 34.5 3,656 2.9

衛生費 34,612 9.5 33,752 9.3 860 2.5

労働費 218 0.1 167 0.0 51 30.5

農林水産業費 12,177 3.4 11,714 3.2 463 4.0

商工費 5,250 1.4 6,737 1.9 △ 1,487 △ 22.1

土木費 32,729 9.0 33,334 9.2 △ 605 △ 1.8

消防費 13,781 3.8 13,977 3.8 △ 196 △ 1.4

教育費 33,947 9.4 39,513 10.9 △ 5,566 △ 14.1

災害復旧費 1,662 0.5 2,818 0.8 △ 1,156 △ 41.0

公債費 41,262 11.4 40,978 11.3 284 0.7

その他 3,689 1.0 4,421 1.2 △ 732 △ 16.6

歳出合計 362,257 363,924 △ 1,667 △ 0.5

※端数処理の関係上、計が合わないことがある。

区　　　分
平成28年度 平成27年度 比　　較
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５ 経常収支比率

■経常収支比率の状況 （単位：％）

平成

11
12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

経常収支比率 85.2 85.1 87.9 89.8 89.5 92.2 91.2 91.0 91.9 90.6 89.9 84.7 87.5 87.4 86.2 87.1 87.8 90.8

うち人件費 34.4 33.3 33.8 33.8 32.7 34.1 33.0 32.1 31.6 30.4 29.5 27.2 28.2 27.0 26.1 26.3 26.5 26.7

うち扶助費 5.1 3.8 4.1 4.3 4.8 5.3 5.8 6.6 6.8 6.9 7.1 7.5 7.6 8.2 8.3 8.4 8.7 9.4

うち補助費等 9.7 9.6 9.8 9.7 9.8 9.1 8.1 7.8 8.2 8.4 8.6 7.9 8.1 8.3 8.2 8.2 8.3 8.6

うち公債費 19.0 19.0 20.2 21.0 21.2 21.9 21.9 22.4 22.9 22.4 21.5 19.6 19.6 19.3 18.5 18.3 17.8 18.6

うちその他 17.0 19.4 20.0 21.0 21.0 21.8 22.4 22.1 22.4 22.5 23.2 22.5 24.0 24.6 25.1 25.9 26.5 27.5

■経常収支比率の状況 （単位：％）

平成

11
12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

85.2 85.1 87.9 89.8 89.5 92.2 91.2 91.0 91.9 90.6 89.9 84.7 87.5 87.4 86.2 87.1 87.8 90.8

83.9 83.6 84.6 87.4 87.4 90.5 90.2 90.3 92.0 91.8 91.8 89.2 90.3 90.7 90.2 91.3 90.0 92.5

区　　分

年　度

県平均

全国平均

85.2 85.1

87.9

89.8
89.5

92.2

91.2 91.0
91.9

90.6
89.9

84.7

87.5 87.4

86.2

87.1

87.8

90.8

83.9 83.6

84.6

87.4
87.4

90.5 90.2 90.3

92.0
91.8 91.8

89.2

90.3
90.7

90.2

91.3

90.0

92.5
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96

平成

11

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

％

年度

経常収支比率の推移

県平均

全国平均

財政構造の弾力性を表す経常収支比率は９０.８％で，前年度に比べて３．０ポイント

悪化している。

この主な要因は，経常収支比率の算出の分母となる歳入において，地方交付税，地方

消費税交付金等の経常一般財源等が減少し，分子となる歳出において，扶助費，公債費

等が増加したことによる。
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６ 実質公債費比率

■実質公債費比率の推移 （単位：％）

区分 平成17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

県平均 14.3 14.6 14.1 12.8 12.2 11.3 10.3 9.5 8.7 8.0 7.3 7.1

全国平均 14.8 15.1 12.3 11.8 11.2 10.5 9.9 9.2 8.6 8.0 7.4 6.9

14.3
14.6

14.1

12.8

12.2

11.3

10.3

9.5
8.7

8.0

7.3

7.1

14.8

15.1

12.3

11.8

11.2

10.5

9.9

9.2

8.6

8.0
7.4

6.9

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

11.0

12.0

13.0

14.0

15.0

16.0

平成17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

％

年度

実質公債費比率の推移

県平均

全国平均

実質公債費比率は７．１％（加重平均）で，前年度より０．２ポイント改善しており，

１０年連続の減少となっている。

この主な要因は，実質公債費比率の算定において，分子となる地方債の元利償還金が

減少したことによる。

なお，実質公債費比率が１８％以上の地方債許可団体はない。
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７ 地方債現在高
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地方債現在高の推移

その他

一般単独事業債

過疎債・辺地債

臨時財政対策債

地方債現在高は３７９，１００百万円で，前年度末に比べて４０３百万円，０．１％

の減少となっており，平成１５年度末をピークとして９年連続での減少から，平成２５

年度末に増加に転じて以来，４年ぶりの減少となっている。

地方債の種類別では，「過疎債・辺地債」の現在高は引き続き減少しているものの，地

方交付税の不足分を補う「臨時財政対策債」，旧合併特例事業債を含む「一般単独事業債」

の現在高は増加している。

なお，地方債発行額は３７，４８１百万円で，前年度に比べて１，６８５百万円，

４．３％の減少となっている。

■地方債現在高の状況

区　分 平成11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

臨時財政対策債 0 0 4,997 14,939 34,181 47,823 58,150 66,081 72,606 77,461 86,395 100,829 109,372 117,951 125,398 132,077 136,725 139,039

過疎債・辺地債 67,261 69,658 71,654 72,233 71,002 71,421 70,954 68,634 65,733 65,631 61,946 57,657 54,972 51,966 48,383 45,828 44,916 43,839

一般単独事業債 137,490 144,548 150,186 148,388 142,426 135,277 129,382 121,738 117,883 111,153 110,166 106,624 106,082 106,306 109,284 116,534 116,972 119,408

その他 179,538 176,872 176,239 172,423 167,905 160,029 154,328 148,323 138,734 128,233 118,286 109,233 100,557 94,472 88,959 82,958 80,890 76,814

合計 384,289 391,078 403,076 407,983 415,514 414,550 412,814 404,776 394,956 382,478 376,793 374,343 370,983 370,695 372,024 377,397 379,503 379,100

(参考)

地方債発行額
44,735 40,107 47,208 42,975 46,640 37,553 34,917 32,959 32,549 30,394 35,829 38,902 37,089 39,043 39,306 43,043 39,166 37,481

（単位：百万円）
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８ 基金の年度末現在高

■基金残高の状況 （単位：百万円）

区　分
平成

11
12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

財政調整基金 24,671 27,253 26,577 27,409 28,961 25,916 24,528 28,587 31,863 35,991 40,719 49,987 57,060 62,756 67,767 72,903 78,863 78,331

減債基金 25,438 27,665 26,746 24,729 22,528 17,729 16,633 17,306 17,970 17,951 19,561 25,519 28,296 31,045 33,801 36,122 38,481 39,459

その他特定目的基金 49,406 42,090 41,902 39,282 38,304 34,147 35,819 36,529 38,410 41,646 43,697 49,185 52,768 57,182 60,932 58,121 58,143 56,953

合計 99,515 97,008 95,225 91,420 89,793 77,792 76,980 82,422 88,243 95,588 103,977 124,692 138,124 150,984 162,500 167,146 175,487 174,743

※端数処理の関係上、計が合わないことがある。
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億円

年度

基金の年度末現在高の推移

その他特定目的基金

減債基金

財政調整基金

基金の年度末現在高は１７４，７４３百万円で，前年度末に比べて７４４百万円，

０．４％の減少となっている。

基金の種類別では，「財政調整基金」は７８，３３１百万円で，前年度末に比べて

５３２百万円，０．７％の減少となっている。

「減債基金」は３９，４５９百万円で，前年度末に比べて９７８百万円，２．５％の増

加となっている。

また，「その他特定目的基金」は５６，９５３百万円で，前年度末に比べて１，１９０

百万円，２．０％の減少となっている。
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